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日本におけるデジタル・シティズンシップ教育の可
能性
























































































　ISTE は 1998 年 よ り 情 報 教 育 基 準 NETS
（National Education Technology Standards）を
策定している。NETS には生徒向けの NETS-S、
教員向けの NETS-T、管理職向けの NETS-A の
3 種類があり、NETS-S は 2007 年および 2016 年
に改定されている10）。アメリカにおける NETS




























1 基本的操作と概念（Basic operations and 
concepts）
2 社会的、倫理的および人的問題（Social, 
ethical, and human issues）
3 技 術 的 生 産 ツ ー ル（Technology 
productivity tools）
4 技 術 的 コ ミ ュ ニ ケ ー シ ョ ン・ ツ ー ル
（Technology communications tools）
5 技術的調査ツール（Technology research 
tools）
6 技 術 的 問 題 解 決・ 意 思 決 定 ツ ー ル













　2007 年版では次の 6 つの要素となった。


































































































である。本書は 2007 年版 NETS-S が発表された







































































































































































































































































































ジタル・シティズンシップ法」は 2016 年 3 月 29

















































動力を得ることになる。2016 年 11 月 22 日に
スタンフォード大学が発表したオンライン情報
に対する生徒の評価能力調査がそれを後押しし






促進強化法（Act to promote and enhance civic 
engagement）」が 2018 年 5 月に下院を通過した

































































































































































































































ている（Couldry & Stephansen, Fotopoulou, 












































































































育審議会は 1987 年 8 月 7 日、最終答申を行った。












































































































































































































































































シップの 9 つの要素と比較すると、要素 5 から 9
までの 5 項目は「情報モラル」に何らかの形で含
まれているものの、要素 1、2 および 4 は含まれ
ていないことがわかる。また、「Ⅳ 安全への配慮」
には「（12）情報の正確さを判断する方法を知る」
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media-literacy（2018 年 8 月 31 日アクセス）
8） ユネスコはメディア・リテラシーと情報リテ
ラシーを統合したメディア情報リテラシー






















 （UNESCO. Media and Information Literacy - 
Policy and Strategy Guidelines. 2013. p.50.）
9） マットソンとキュランは Google Trends を用
いて Digital Citizenship という用語への関心
度を調べているが、2007 年以降急速に増加し、
北米とオーストラリアでの注目度が高いことを
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14） 最 終 法 案 S. 2631 は 次 の ペ ー ジ を 参 照。
https://malegislature.gov/Bills/190/S2631
（2018 年 8 月 31 日アクセス）
15） マサチューセッツ州知事承認および修正は次
のページを参照。https://malegislature.gov/
Bills/190/S2650（2018 年 8 月 31 日アクセス）
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